様式１
令和　年　月　　日

　　福井県知事　石田　嵩人　様

申請者
　住所
　商号または名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企画提案参加申込書


　令和８年４月２８日付けで公示のありました「女性活躍推進情報発信・意識啓発業務委託」に係るプロポーザルに参加を希望し、資格の認定を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。

記



・法人等概要説明書（様式２）
　　　　　・過去に実施した同種または類似事業の概要（様式３）
　　　　　・参加資格誓約書（様式４）
　　　　　・企画提案参加事業者の概要、事業内容、運営体制が分かる書類（企業案内等）
　　　　　・福井県競争入札参加決定通知書の写し
　　　　　　※申請中である場合は、競争入札参加資格申請書の写し
　　　　　


様式２
法人等概要説明書

	ふりがな
	

	名　　称
	

	所 在 地
	（〒　　　　－　　）

	
	

	設立年月日
	　　年　　月　　日

	資 本 金
	　　　　　　　　　　　　円

	売 上 高
	　　　　　　　　　　　　円（　　　　　年　　月期実績）

	当期利益
	　　　　　　　　　　　　円（　　　　　年　　月期実績）

	代 表 者
	役職　　　　　　　　　　氏名 (ふりがな)

	従業員数
	　　　　　　　　　名（うち正規雇用者　　　　　名）女性管理職割合（　　％）

	担当者
氏　名
	

	担当者
連絡先
	（〒　　　－　　）
住所

	
	TEL：　　　　　　　　　　　FAX：

	
	E-mail：

	事業内容
	

	法人の
活動の
特　色
	


　※売上高等は直近のものとする。

添付書類
（１）企画提案参加事業者の概要、事業内容、運営体制が分かる書類（企業案内等）
（２）福井県競争入札参加決定通知書の写し

様式３
過去に実施した同種または類似事業の概要


申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　


	
　　　　　　　　　　　　　　　（令和　　年　　月　　日現在）

	同種、または類似事業の名称、
事業費（委託費）
および受託事業であれば委託元
	企画内容（概要）
	実施期間

	
	
	平成　　年　　月
～令和　　年　　月

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※実績は複数記載すること。事業費の高い順に記載すること。
様式４
令和　年　　月　　日

参　加　資　格　誓　約　書

福井県知事　石田　嵩人　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
住所　〒
商号または名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　

　「女性活躍推進情報発信・意識啓発業務委託」に係る企画提案の申込みにあたり、下記の参加資格をすべて満たしていることを誓約します。

記

（１）福井県財務規則第146条により知事が競争入札参加資格を有すると認めた者であること。
（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4に規定する者でないこと。
（３）参加資格認定の日において、現に福井県の指名停止措置を受けている者でないこと。
（４）参加資格認定の日において、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立て、民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てまたは破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産手続開始の申立てが行われている者でないこと。
（５）福井県のすべての県税ならびに消費税および地方消費税において未納がない者であること。
（６）これまでに同種の事業内容の実施実績があること。
（７）次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。
ア　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはその支店もしくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者
イ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している者
ウ　役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者
エ　役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与している者
オ　役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（８）政治団体（政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第3条の規定によるもの）および宗教団体（宗教法人法（昭和26年法律第126号）第2条の規定によるもの）でないこと。
（９）企画提案審査会前3年間における団体の事業等において、刑法等の重大な法令に違反して処罰等を受けていないこと。
　（10）福井県から訴えを提起されていないこと。
　（１１）その他、県との協議に柔軟、真摯に対応できること。
様式５
令和　　年　　月　　日

質　　問　　票

　福井県未来創造部女性活躍課
　　　　　　　　　　　　野坂・甲斐　行
　
質問者
　住所
　商号または名称
　代表者職氏名
　担当者職氏名
　電話番号
　FAX番号
　E-mailアドレス

	質問事項
	質　問　内　容

	
	




様式６
令和　　年　　月　　日

　福井県知事　石田　嵩人　様


申請者
　住所
　商号または名称
　代表者職氏名　　　　　　　　　


企画提案書の提出について

　令和８年４月２８日付けで公示のありました「女性活躍推進情報発信・意識啓発業務委託」について、別紙のとおり企画提案書を提出します。





　　○担当者
	所　　属
	

	氏　　名
	

	電　　話
	

	Ｆ Ａ Ｘ
	

	Ｅメール
	



	





様式７
「女性活躍推進情報発信・意識啓発業務委託」　企画提案書

１　企画提案者（事業者名）

　

２　企画提案の趣旨
※提案のねらい、特徴、業務にあたっての方針（重視する点）を記載すること








３　企画提案の提案内容
（１）全体統括および戦略・マーケティング設計
※年間を通じた広報戦略、ターゲットごとの行動変容プロセス、KPI設定について記載すること 。













（２）業務実施スケジュール
※契約締結から年度末までの業務フロー、各施策の実施時期を記載すること 。

















（３）運営体制等
※統括プロデューサー、クリエイティブディレクター、マーケティング担当者等の配置および役割分担を記載すること。
※再委託がある場合はその内容も明記すること。
















（４）テーマ別コンテンツ制作・発信策

ア．ジェンダーギャップ・男女共同参画の普及啓発
※(1)のマーケティング戦略を基に、いつ、だれに、どのような手段で情報発信・意識啓発を行うかについて記載すること。各施策における効果測定方法および改善方策等について記載すること。













[bookmark: _Hlk221795193]
イ．ステークホルダー（経営層等）の認識変容
※(1)のマーケティング戦略を基に、いつ、だれに、どのような手段で情報発信・意識啓発を行うかについて記載すること。各施策における効果測定方法および改善方策等について記載すること。
















ウ．「ゆとり時間」の普及啓発
※(1)のマーケティング戦略を基に、いつ、だれに、どのような手段で情報発信・意識啓発を行うかについて記載すること。各施策における効果測定方法および改善方策等について記載すること。
















エ．多様なロールモデルの発信
[bookmark: _Hlk221795355]※(1)のマーケティング戦略を基に、いつ、だれに、どのような手段で情報発信・意識啓発を行うかについて記載すること。各施策における効果測定方法および改善方策等について記載すること。

















（５）事業費の見込みおよびその内訳　　　　　　　　　　　　　
	業務
	経費区分
	金額　（単位：円）
	内容および内訳

	[bookmark: _Hlk102274802]
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	計
	
	


※適宜、欄を追加すること

４　その他独自の提案内容等
※該当があれば記載すること







【注】・様式７の様式は適宜変更して差し支えないが、記載内容は上記のとおりとすること。
　　 ・様式７については、全部または一部についてＡ４横の別紙により作成することも可とする。

4
